
平成１５年度
市税収入予算
２,５８０億円

都市計画税
２２８億円８.８％

固定資産税
１,０６１億円
　４１.1％

　その他市税
（個人市民税・
　法人市民税
 　など）
　　５０.１％

本
市
の
税
収
入
全
体
に
占
め
る

割
合
が
、
四
割
を
超
え
る
固
定
資

産
税
。
都
市
計
画
事
業
の
費
用
に

充
て
る
た
め
に
、
市
街
化
区
域
内

の
土
地
・
家
屋
に
課
せ
ら
れ
て
い

る
都
市
計
画
税
と
合
わ
せ
る
と
、

税
収
入
全
体
の
約
五
割
を
占
め
て

お
り
（
左
上
図
）、
街
づ
く
り
を

進
め
る
た
め
の
重
要
な
財
源
と
な

っ
て
い
ま
す
。

評

価

額

土
地
（
宅
地
）
は
、
地
価
公
示

価
格
な
ど
の
七
割
を
め
ど
に
評
価

し
ま
す
。
地
価
下
落
の
影
響
に
よ

り
、評
価
額
は
、全
市
平
均
で
前
年

比
の
約
５
％
減
と
な
り
ま
し
た

（
地
価
下
落
を
考
慮
し
、評
価
替
え

の
年
度
以
外
で
も
簡
易
な
方
法
で

評
価
額
を
引
き
下
げ
て
い
ま
す
）。

家
屋
は
、
再
建
築
価
格
を
基
に

評
価
額
を
算
定
し
ま
す
。
建
築
物

価
の
下
落
な
ど
を
反
映
し
た
基
準

の
改
正
に
よ
り
、
既
存
の
家
屋
の

八
割
以
上
に
つ
い
て
、
評
価
額
が

引
き
下
げ
ら
れ
ま
し
た
（
建
築
時

期
や
構
造
・
用
途
に
よ
っ
て
評
価

額
の
引
き
下
げ
額
に
差
が
生
じ
ま

す
）。償却

資
産
は
、
申
告
に
基
づ
き

毎
年
評
価
額
が
変
わ
っ
て
い
ま
す
。

税
額
の
計
算

固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
の

税
額
は
、
評
価
額（
課
税
標
準
額
）

に
税
率
を
掛
け
て
計
算
し
ま
す
。

税
率
は
、固
定
資
産
税
１
・
４
％
、

都
市
計
画
税
０
・
３
％
で
す
。

た
だ
し
、
土
地
の
う
ち
居
住
用

家
屋
の
敷
地
（
住
宅
用
地
）
に
つ

い
て
は
、
住
宅
１
個
に
つ
き
二
百

平
方
�
ま
で
の
税
負
担
を
六
分
の

一
（
都
市
計
画
税
は
三
分
の
一
）

に
軽
減
す
る
措
置
（
表
１
）
が
取

ら
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
ほ
か
、
前

年
度
の
税
負
担
の
水
準
に
応
じ
て
、

負
担
の
増
加
を
一
定
割
合
に
抑
え

な
が
ら
、
負
担
の
均
衡
化
を
進
め

る
と
い
う
、
税
負
担
の
調
整
措
置

（
表
２
）
も
さ
れ
て
い
ま
す
（
こ

の
調
整
措
置
に
よ
っ
て
、
評
価
額

が
引
き
下
げ
ら
れ
て
も
今
年
の
税

額
が
昨
年
よ
り
下
が
ら
な
い
場
合

も
あ
り
ま
す
）。

ま
た
、
家
屋
で
は
、
一
定
の
要

件
に
該
当
す
る
新
築
家
屋
を
対
象

に
、
新
築
後
三
年
間
（
三
階
建
て

以
上
の
耐
火
建
築
住
宅
は
五
年

間
）、
固
定
資
産
税
を
減
額
す
る

措
置
が
取
ら
れ
て
い
ま
す
。

納
税
通
知
書

納
税
通
知
書
は
四
月
中
旬
に
発

送
し
ま
す
。
第
一
期
の
納
期
限
は

四
月
三
十
日
�
で
す
。
土
地
・
家

屋
分
の
納
税
通
知
書
に
は
、
資
産

の
課
税
明
細
を
付
け
て
い
ま
す
の

で
、
課
税
対
象
資
産
な
ど
に
間
違

い
が
な
い
か
お
確
か
め
く
だ
さ
い
。

口
座
振
替
に
さ
れ
る
方
は
、
納

税
通
知
書
と
同
封
の
申
込
書
に
必

要
事
項
を
記
入
し
、
押
印
し
て
郵

送
し
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
四
月
一
日
�
〜
三
十
日

�
に
、
区
役
所
の
課
税
課
で
土
地

・
家
屋
の
帳
簿
の
縦
覧
を
行
っ
て

い
ま
す
の
で
、
自
分
の
資
産
と
ほ

か
の
資
産
の
評
価
額
を
比
較
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

都市計画税

３分の１

３分の２

固定資産税

６分の１

３分の１

区 分

２００�までの小規
模住宅用地部分

２００�を超える一
般住宅用地部分

詳 細

区
役
所
（
１７
�
）
の
課

税
課
か
市
役
所
の
税
制

課
�（
２１１
）２
２
２
８

負担調整率など

１００％まで引き下げ

１．００倍

〔据え置き〕

１．０２５倍

１．０５倍

１．０７５倍

１．１０倍

１．１５倍

７０％まで引き下げ

１．００倍

〔据え置き〕

１．０２５倍

１．０５倍

１．０７５倍

１．１０倍

１．１５倍

評価額の下落率

１５％以上

１５％未満

１５％以上

１５％未満

負 担 水 準

１００％超え

８０％以上１００％以下

５５（５０）％以上８０％未満

４０％以上５５（５０）％未満

３０％以上４０％未満

２０％以上３０％未満

１０％以上２０％未満

１０％未満

７０％超え

６０％以上７０％以下

４５％以上６０％未満

４０％以上４５％未満

３０％以上４０％未満

２０％以上３０％未満

１０％以上２０％未満

１０％未満

※（

）
内
は
一
般
を
示
す

小
規
模
住
宅
用
地
・
一
般
住
宅
用
地

住

宅

用

地

以

外

■固定資産税・都市計画税（土地）の負担調整率（表２）

�負担水準＝ １４年度課税標準額
１５年度評価額（住宅用地はそれぞれの特例額）

×１００％

�評価額の下落率＝ １２年度評価額 － １５年度評価額
１２年度評価額

×１００％

平成１５年度
固定資産税の評価替え

固
定
資
産
税
の
計
算
の
基
礎

と
な
る
評
価
額
は
、
三
年
ご
と

に
地
価
や
建
築
物
価
の
動
き
を

反
映
さ
せ
て
見
直
し
て
お
り
、

今
年
度
が
評
価
替
え
の
年
に
当

た
っ
て
い
ま
す
。
こ
こ
で
は
、

十
五
年
度
の
評
価
替
え
の
主
な

内
容
を
紹
介
し
ま
す
。

毎年１月１日現在、固定資産（土地・家

屋・償却資産）を所有している方が、そ

の資産評価（評価額）に応じて納める税

■市税に占める固定資産税・都市計画税の
割合

■住宅用地についての税負担（表１）
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